
特集・基地と市民運動

電波障害とたたかう

農民たち

中尾安治

１ 電波障害制限地帯の現状

　｢一彦がいてくれたら，といつも思うんです｣

彼のただ一人の息子だった一彦君は，急病で13才

にして世を去った。父の彼は，これまでやってき

た農業の後継者をうしなったのである。のこった

のは女の子ばかり三人，若い世代がどんどん町に

でていく現在の世相のなかで，どの娘かに養子を

むかえて農業を受継いでもらうには，とても不安

をかくしきれないのは当然のこと，彼はいま47才

である。あと15年は元気で働ける考えでいるが，

その後はどうすればいいのだろうか。働き手は，

妻と自分の二人。いまもっている若干の田，畑と

山林をもとに，二人でけんめいに働いたとしても

しれたもの。夫婦の老後が，安心できるものでは

ない。娘たちを成人させるのにやっとのことだろ

う。それも，いまもっている土地を十分に活用し

てのことである。

瀬谷に住むこの一人の農民にとって，米軍上瀬谷

通信基地周辺の電波障害制限地帯設定は，彼の人

生に墨汁を塗りたくられたような気がしたのであ

った。しかも，彼の所有する全部の土地が，電波

障害制限地帯のなかに入ったのである。

彼は怒った。権力の横暴に心から怒った。いや，

彼ばかりではない。電波障害制限地帯に入る農地

をもつ農民のほとんどが怒った。この土地は，昔

から農民運動があり，また政争のはげしかった土

地がらであり，この問題に対して素朴な，そして

百姓一揆的な電波障害制限地帯設定反対のだたか

いが起ったのは，当然のことである。

昭和36年10月末から12月のことであった。測量に

やってきた役人やその使用人たちに対して，糞尿

をかけた基地の前にすわりこみもした。感情とし

てもりあがった農民の知恵をしぼった数々の戦術

だった。だが，自分たちのたたかいが，きわめて

政治運動であることに対する基本的な理解が未熟
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であったことが大きな原因となった。

その結果は，多くの問題を残したまま農民が政府

に押しきられ，政府は若干の補償金を支出するこ

とにはなったものの，民法にも，憲法にも違反す

るような行政契約を強要することになったのであ

る。これによって瀬谷町の農業と農民は，大きな

被害をうけた。

電波障害制限地帯の基本的な被害は，

（1）生活権に対する重大な抑圧

（2)所有権に対する侵害

（3）農業生産の発展を極度に阻害ナる

ことである。事実，昭和37年契約が開始されたあ

と，交渉のときは了解されていた次・三男の結婚

による住宅建築のための農地転用が認められず，

農業に熱意をもつ青年たちの婚期をおくらせた。

そして結果的に，農業から追いだすことになった

ことは，私り知るかぎりでも，10件を数えるので

ある。これは瀬谷農協全体として，第１種農業戸

数＜専業農家＞が，上瀬谷を中心に50戸程度しか

ないので,25%以上の農家が第２種農業＜兼業農

家＞とかわっているのである。

この結果は，これら農家の経済的変化において，

相対的な貪困への対応を余儀なくされ，基地に電

波障害制限地帯があるために，その生活権を大き

くゆすぶられているのである。

しかも，農民みずからの所有地であるという点に

いたっては，まさに憲法違反である。したがって

安保条約→閣議了解事項→電波障害制限防止の契

約と，これら一連の行政行為はなんら法的根拠を

もちえないし，そのことは政府みずから承知をし

ているのである。

昭和44年２月25日衆議院予算委員会において，大

出俊代議士は「閣議決定は『民事契約として行な

う』としているが，民法の第何条によるのか」と

せまったところ，「法律はさておいて，話し合い

でやる｜という有田防衛庁長官の答弁であったこ
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とが，これを証明している。

いくらもない土地をもとでに生活する農民にとっ

て，その土地に制限をくわえられたうえに，法治

国家の閣僚から「法律はさておいて……」といわ

れたのでは，おこるのが当然である。今日，関係

農民の政府に対する不信と不満は，電波障害に関

するかぎり99％にいたっている＜昭和43年７月調

べ＞。

昭和44年10月１日に瀬谷町・宮沢町・阿久和町・

ニッ橋町・三ッ境の５町が，戸塚区より分離して

瀬谷区となった。一方，昭和44年６月14日には，

新都市計画法が施行され，市街化区域と市街化調

整区域の線引きが具体的に検討されており, 45年

早々に決定されようとしている。新しく発足した

瀬谷区は面積15.8平方キロメートル，人口71,000

人，世帯数18,000戸でうち農家は，瀬谷農協＜横

浜南農協瀬谷支部＞と原農協とあわせて約600戸

である。瀬谷区は，15.8平方キロメートルのなか

に,A地域・Ｂ地域あわせての電波障害制限地帯

は，実に約４平方キロメートル＜25％＞，関係人

口約２万人におよんでいる。

昭和25年瀬谷町には，約386町歩の畑地と105 町

歩の水田があった。それから15年をへた39年にな

ると，畑地293町歩＜79％＞，水田79町歩く75.2

％＞に減少し，さらに５年後の44年４月現在にお

いては，畑地206町歩＜25年対比47％＞,水田47

町歩＜同じ＜44％＞と15年間に半減した。

しかも，前の10年とあとの５年の減少量はほぼ同

じであるから，加速度的増加である。

そして人口も，それぞれ約1.5万人・約３万人・

約５万人＜瀬谷町のみ＞と倍増し，都市化現象が

進んでいるが，いわゆる電波制限地帯，なかでも

本郷の北部，中屋敷竹村，上瀬谷五貫目などの人

口は，若干の伸びにとまっている。そのもっとも

けんちよな例は，昭和35年に横浜市が，農民の協

力をえて中屋敷東側の竹生谷に25,600坪を造成し



293戸の市営住宅建設の計画をもったが，米軍よ

りの要請でついに計画を放棄せざるをえなかった

ことである。

これをみても米軍基地一電波障害制限地帯が，基

地周辺いや横浜市民全体に対して，基本的な重圧

をくわえていることを明らかにしている。もとも

と瀬谷の農業は，津久井に発し，町田，相模原を

通り大和市境を流れる，以前はとてもきれいな水

を流した境川の流域に広がる水田と，ゆるやかな

起伏をもって展開する瀬谷台地の地味豊かな畑に

よって発展してきたのであった。

しかし，都市過密の公害は，境川の水質を全く汚

濁させ，以前は１反あたり８俵ほどの収穫さえま

れではなかったのに，現在では4～5俵はいいと

ころで，ひどいときは３俵がやっとというのであ

る。これでは赤字農業である。それでは畑でもと

いえば，ここには電波制限地帯が農業の発展をこ

ばんでいる。

２　　　　　契約書をめぐる問題

近年，急速に都市化の進んだこの地区で，都市近

郊に適合した農業経営の近代化を推進していくた

めには，農地の高度利用が不可欠の要件である。

しかし，A地域では，鉄骨使用・電熱使用の温室

は，許されないのである。現在では，若干緩和さ

れたが＜後述＞，契約当初の制限基準は，第３ゾ

ーンでさえ螢光灯の使用を許されなかった。これ

はきわめてきびしい制限であったため，水田の捕

虫灯など近代的営農はもちろんのこと，水田に揚

水するポンプのモーターの制限さえ行なわれたの

だった。

素朴な農民は，契約補償金を受取れば，農耕の鍬

でさえ気をつかわなければならないような笑えな

い情況が現出したのである。このような情況のな

かでは，契約の結果に対する数多くの苦情が続出

したのである。これらの原因は，日本の歴史のな

かで常にとってきた大小支配者の，目的には手段

を選ばない非人間的な政策，飴を与えて共通性を

バラバラにしていく分断強行に対して，経済的，

政治的，社会的な農民の貪しさと素朴さが，民主

主義とほんとうの意味の権利闘争に組織されず，

白紙委任状をだしてしまったところにあった，と

いえる。

その苦悩は，昭和37年９月13日当時の内山知事・

半井市長の立合いのもとに，調印された紛争解決

の確認書につぎのように記されている。

＜１・２項略＞３　地元民は政府の回答には不満

であるが，今日までの交渉過程において示された

県および市の努力と熱意をくんでこの回答を了承

し，云々＜傍点筆者＞。

この一文からも前にのべた政府不信99％の意味が

十分察せられるところであり，あげてその責任は

政府にあるといわなければならない。

全く奇怪な政府の解釈と方針によって，実施され

た上瀬谷通信施設が被る電波障害を防止するため

の契約書＜１種・２種＞は，そのうえにきわめて

本質的な，むしろこちらの方が主体であると考え

られる「覚書」というものをつけている。紛争解

決の調印が終った後，契約書をみせられた農民は

びっくりした。

契約の第４条に，政府が必要とする間は１年ずつ

自動的に更新し，政府が必要でないと認めたとき

政府の通知によって契約しない，というのである

＜傍点筆者＞。こんな民事契約が近代国家にある

のだろうか。関係農民でなくとも驚かされるだろ

う。

この点に関して，農民の間に大きな不満が爆発し

かかったが，ここで政府は県渉外部を使って，お

どかしと慰撫をしたのである。それは契約期限に

ついて，覚書をとりかわすということであった｡
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３　　　　　住民をおびやかす基地公害　その交渉のなかで，覚書につぎの一文がある。

　「本契約は，上瀬谷通信施設にかかる電波障害を

　防止するため，現行安保条約の有効期間中継続的

　に締結するものである」と＜傍点筆者＞。

　この安保条約有効期間の問題をめぐって，その時

　期はいつか，つまり当時とすれば1970年が，その

　期限かどうかで農民代表は明確にせよとせまった

　が，当時の西田県渉外部長は，「1970年までと理

　解する」と言明したというのである。

　ところがなんとこの発言は，公式な閣議了解事項

　にもとづく，上瀬谷通信施設電波障害問題連絡協

　議会の席上であったが，その議事録はこの協議会

　規約により，県渉外部がとらなければならないと

　定めてあるにもかかわらず，その西田渉外部長の

　きわめて重要な発言の議事録は，保存されていな

　いのである。＜この点に関しては，筆者が昭和42

　年９月・12月および昭和43年３月の県議会で，県

　当局の責任を鋭く追及したところである。＞

　当時，西田県渉外部長の言明によ貼農民代表は

　それを了として，昭和37年暮もせまった12月27日

　に，重大な問題の種を宿したままたたかいは終っ

　たのであった。一方，このたたかいをすすめた農

　民の側にも，営農規模での経済的条件の差による

　考え方のちがいや，市街化の速度に対するみとお

　しによる，地理的条件などによってたたかいの終

　結に際し，各部落間の結束がみだれ，米軍や政府

　や官僚に対する不信の感情は強くとも，共通問題

　を団結した行動として追及していく，真の大衆運

　動の展開がなかった。

　さらにもっとも重要なことは，安保条約一基地一

　電波障害制限地帯といういやおうなしに政治的問

　題であるにもかかわらず，経済的条件の追及に主

　力が注がれた，たたかいであったことである。
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契約がはじまってからは，まえにものべた次・三

男問題をはじめ農地転用の問題など，年平均とし

て約200件もの問題や苦情が発生しているが，そ

れ以上に上瀬谷通信基地には，ときどき内外に重

要な問題が発生する。

(1）火災

昭和40年９月24日未明，基地最重要と思われる施

設内に火災が発生し，米兵12名が焼死，14名が負

傷した。

横浜市消防局から７台の消防車が出動したが，M

Ｐと武装兵にたち入りを拒否され，やむなく遠ま

きの放水を余儀なくされた。

（2）プエブロ号事件発生

乗組員の一部は，上瀬谷通信隊で訓練されたこと

が報じられた。

(3)戦闘訓練事件

昭和43年７月26日午後，米兵約150名の海兵隊が

基地より農耕地に出て，戦闘訓練をし農地をあら

した。　しかも，附近にある上瀬谷小学校の子供た

ちのまえで，空砲にしろ射撃訓練をもし，薬きょ

うや弾丸ケースが散乱し，農耕をしていた農民二

人はびっくりして避難した。

(4）ケーブル埋設事件

基地内の発電設備工事のためと称し，作物がみの

っている畑を約70メートルにわたって，農民にも

関係官庁にも無断で掘り返し，コンクリートの電

線埋設溝工事を行なった。

その他，基地内のごみを農地に大量放棄するなど

数々の問題がある。

基地がそこにあるために，さまざまの犠牲をしい

られたのは，農民ばかりではない。上瀬谷通信基

地のすぐ南にある細谷戸県営住宅のテラス住宅の

人々は，入居当時は子供も小さかったし，上が4.5

畳・３畳と下が６畳・風呂場およびお勝手でもよ



図１　上瀬谷通信基地^電波障害制限地域図

　かった。しかし，家族がふえまた男女の子供が，

中学校・高校にいくようになった人々は，風呂場

　を子供の勉強部屋にし，押入れを二段ベットにす

　る生活をしいられたのではということで，県に対

　して自費でもいいからと増築を請願した＜昭和42

　年７月＞。

　昭和42年９月の県議会本会議は，万場一致でこの

　請願を採択した。ところが，さっそく米軍より待

　ったがかかったため，住民はけんめいに県当局を

　動かし，直接米軍と交渉するなどのたたかいをお

　こし，ついに昭和43年２月に増築をかちとったの

　である。

細谷戸住民のたたかいの成果は，上瀬谷はじめ農

　民に大きな影響をおよぼさずにはおかなかった。

さっそくに中屋敷の農民は，同年6月頃から電波

制限防止契約破棄のたたかいの準備をはじめた。

いく回も夜おそくまで話し合いがもたれた。他部

落にもよびかけてはみたものの，同調してくれる

気配はなかった。

話し合いのなかで，おれたち中屋敷だけでやって

も力がないのではないか。おれたちだけがやった

結果，やらなかった他部落のものはとくをするの

ではないか，などといくつかの問題点がだされて

きた。しかし，中屋敷部落の大部分の農民の営農

基盤とその条件は，電波障害制限地帯をこれ以上

ゆるしておくことにはいかない，ところにきてい

た。
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４---安保と農民

また，昭和42年12月にあきらかになった，全国12

ヵ所におよぶ同様な制限帯が，米軍から要求され

ていることや，そのころからちらほらとしてきた

安保条約自動延長論を聞かされると，もう起きあ

がらねばという気持が，農民の間にでてきはじめ

たのである。

しかしそれには，年額１平方メートル16円40銭

＜１坪あたり53円余＞の補償金＜中屋敷の43年度

分は,A－53戸6,119,102円・Ｂ－10戸146,628

円・計6,265,730円，平均１戸あたり11万5,000円

余となる＞が，のどから手がでるほどであっても

受取れば，すじみちがただなかった。

そこには，いいしれぬ悩みをもちながらも，いく

回も重ねる話し合いで拒否することになった。い

よいよ12月14日契約解除の通告書が，農民の手に

よって内容証明付で防衛庁長官あてにだされ，ま

たその他県市および関係当局にも伝えられたので

ある。この動きに市長は，市民である農民のさけ

びにこたえるべく，山本弁護士に当契約の鑑定を

依頼した。その結果は，この契約は民法に違反し

憲法にももとるという鑑定がくだされた。

ごれには，農民は自分たちの要求の正しさに自信

をもった。一方，政府は大へんなろうばいぶりで

あったことが，さきにのべた42年２月25日の国会

予算委員会のもようからもうかがえるのである。

県議会においても，この農民のだたかいを支援す

る意味で，県当局が農民の立場で国を動かすよう

追及がなされたし，また農民は，マスコミの協力

もあった要求を，横に広げる努力をけんめいにし

た。44年２月政府は，米軍に対してついに制限某

準の緩和を，要求折衝するところまでに発展した

のである。その結果，3月はじめにその緩和基準

と補償金単価の引上げの案が提示された。

その内容は，第１ゾーンの制限を約３倍に緩和し
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以下それに順じたものだったが，とくにＢ地域は

工場建設以外なら，実質的には制限が相当に緩和

されるものであった。しかし，やはり契約すると

いう原則はぬけなかった。３月末に中屋敷の農民

は，総会を開催して最終討議をしたが，そのなか

で,（ｲ）一応の成功であった，(ロ)この成果をふまえ

来年は他部落全部を含めてたたかう，というおお

かたの意見のなかで，(ハ)あくまで契約を破棄する

たたかいをすすめるべきだ，という意見が約20％

ほど聞かれた。まさに，しんけんなこの討議は，

たたかいを一応ここでおさめても，このたたかい

のなかにのこされた団結の財産はおおきかった。

37年当初の契約のたたかいにくらべれば，格段の

ちがいが感じられるのである。

さらに，討議のなかには，安保条約一覚書の問題

が一貫して意識されていたことも，いやこれこそ

農民の考え方を，たたかいの体験によってきたえ

つつあるものだと思われるのである。

それに対して，防衛施設庁のあいもかわらぬ分断

支配政策は，農民にますますいかりの意識をつよ

めさせる結果となったのは対象的である。農民の

契約破棄要求が準備されだすと，ほとんど連日の

ように係員などが中屋敷を訪れ，「どうです補償

金を上げます」「政治的に利用されるな」「安保

条約は国を守る」「基地はなくならない」「アメ

リカさんとはなかよくせねば」と，いろんなこと

を農作業中の畑まできて話し込む態度には，みん

な迷惑し憤慨したのである。

こういう経過で中屋敷のだたかいは，若干の成果

のうえに，一応の収束をみたのであるが，上瀬谷

竹村・本郷・相沢の他部落では，このたたかいに

敬意と拍手をおくった。そして，とくに契約期限

の問題点，つまり覚書の現行安保条約有効期間中

の解釈は，あくまで1970年までだと意見表明がな

されるようになった。

とくに43年３月に，相模原市主催の相模原に対す



る「電波障害制限地帯反対市民大会」に参加した

農民代表は，「われわれは政府にだまされた。み

なさんは，だまされないようにがんばってくださ

い。」と激励のあいさつをおくったことに万来の

拍手がわき，相模原市長は感激の握手をした。

５安保改定と基地闘争

昭和16年旧日本軍からお国のためだ，とたった１

回の説明というより通告があって，憲兵監視の下

で強制的に土地をとりあげられてしまった。その

ときの農民の感情からはじまって，戦後昭和20年

８月米軍に接収されたが,22年10月接収解除とな

った。

その後政府は開拓財産として農林省に移管し，農

民の要求により払い下げの手続きをすすめ,26年

夏には払い下げが実現し，農民は農業ができるこ

とを喜んでいた。その矢先，急に26年３月米海軍

通信施設として接収されてしまった。これで農民

は再び失望させられた。

そこで，政府と米軍に要求して米軍が直接不使用

なところの土地については，72万平方メートル余

の耕作権は政府に，水田反あたり1,000円・畑反

あたり500～600円のいわば小作料を払って認めて

もらったものの，このうえにまたまた37年の電波

障害制限地帯設定であった。約20年の間に３回も

権力によって農地をとりあげられ，また制限され

た。農民の苦衷は，はかり知れないものである。

だからこそ,1970年までの契約だと言明しておき

ながら，覚書によって安保条約が自動延長されれ

ば，法律を無視しても契約の延長を意図する政府

の考え方にだまされた，と思うことは至極当然の

ことであろう。

こうして中屋敷のだたかいを接点として，現在は

広範な契約拒否のだたかいが準備されつつある。

また農民ばかりではない。瀬谷区が発足して区民

のための町づくりをどうするかというとき，その

発展に重大な障害となる，全瀬谷区の25％にもお

よぶ電波制限地帯の撤廃はもちろんのこと，そこ

に基地があることによって種々の被害を受け，あ

るいは感じるがゆえに，上瀬谷通信基地そのもの

の存在を認めない区民の声が，次第に増大してい

ることは事実である。

これからの基地は，主体的に質的変化をするもの

である。つまり，これまでの基地は安保条約にも

とづく基地であった。しかし，これからの1970年

代の基地は，日本政府自前の基地として変化をし

ていくであろう。いわゆる自主防衛を主に，安保

で補完をするという政府の方向である。

そうすれば，これまで治外法権をもった在日米軍

基地の世界政治に対する危機は，新しい意味の危

機をより増大させるものとなるであろう。とすれ

ば，住みよい都市づくりの方針をもつ横浜市は，

平和としあわせを求める全市民的立場で，市内に

ある軍事的治外法権をなくす方向を，いまこそあ

きらかにする時期にいたっていると考えるのであ

る。

さらに，市民みづから生活権をまもるために，あ

るいは市民生活灸豊かにするために，各地区です

すめられている基地に関する多くの市民運動に対

して，全市民的立場での行政的支援と横の連携を

もたせる努力が，必要ではないだろうか。

このことは,70年代における市民生活に対する，

社会的悲しみと不正不合理を市民それぞれの立場

で検索し合い，社会的断層と断絶をうめあわせて

共通の要求を社会的にかちとっていくうえに，大

きな役割をはたすことになると思うのである。

この意味で上瀬谷通信基地周辺の農民をはじめ，

瀬谷区民のだたかいは多くおしえられるものがあ

る。

＜神奈川県会議員＞
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